
ＫＰＩ 受益者など（見込）

ＫＰＩ 受益者など（見込）

（９月補正予算）

№01

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 ３密対策地域活動支援事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

予算編成過程・ＫＰＩの公開

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業区分 臨時事業

事業概要

　町内会・地域づくり協議会等の会議・行事における感染症拡大防止のため、非接触型温度計や消毒液の
配付を行う。

第7次総合計画 －

19,141 千円 0 千円19,141 千円 19,141 千円 0 千円

事業概要

　公共交通機関における３密の回避手段として自転車を利用する方に対し、ヘルメットの購入費用を一部
補助する。

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

円

№02

担当課室 総合政策部市民協働課 事業名 ３密対策自転車ヘルメット購入補助事業 事業区分 臨時事業

対象1世帯あたり 145町内会会員数：131,833世帯ＫＰＩ 受益者など（見込）

千円 0 千円 4,500 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

3,000 円

№03

担当課室 総合政策部危機管理課 事業名 宅配ボックス等設置支援事業 事業区分 臨時事業

対象1人あたり

事業概要

　宅配便の受取時における対面接触をなくし、感染リスクだけでなく再配達を減らすことにより環境への
負荷も低減するため、希望者にアンケート調査を条件とした置き配バッグの配付と住宅に宅配ボックスを
購入・設置する費用の半額（上限5万円）を補助する。

第7次総合計画 －

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新型コロナウイルス感染症対策のため実施する事業であり、
要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

補助対象者：1,500人

2

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新型コロナウイルス感染症対策のため実施する事業であり、
要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

対象1人あたり 7,320 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新型コロナウイルス感染症対策のため実施する事業である。
　事業内容を精査した結果、本事業の対象者を拡大することが新型コロナウイルス感染症対策に効
果的であると判断し、置き配バッグの配付を追加した。また、予算規模について検討を重ね、補助
限度額を減額した。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

30,000 千円 30,000 千円 0 千円 23,425 千円 △6,575 千円

配布又は補助対象者：3,200人

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

4,500 千円 4,500



ＫＰＩ 受益者など（見込）

ＫＰＩ 受益者など（見込）

対象1人あたり 50,170 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、子育て世帯の経済的負担を軽減するため実施する事業であ
り、要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

135,459 千円 135,459 千円 0 千円 135,459 千円 0

事業概要

予算編成過程・ＫＰＩの公開

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ②

社会福祉施設建設補助事業

給付対象新生児数：2,700人

事業区分 投資的事業

事業概要

　市の条例等の規定に基づき、社会福祉施設等の施設整備の振興を図るため、国・県の補助対象となった
事業を実施する社会福祉法人に対し、実施に要する経費の一部を補助する。

千円

　特別定額給付金の基準日である4月27日の翌日から令和3年4月1日までの間に生まれた新生児に対し、1人
当たり5万円の給付金を給付する。

第7次総合計画

千円

対象1人あたり 2,900 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、要支援認定者等の健康支援のため実施する事業であり、要求
額とともに事業内容も妥当であると判断した。

17,985 千円 17,985 千円 0 千円 17,985 千円 0

事業対象者：6,200人ＫＰＩ 受益者など（見込）

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№06

担当課室 福祉部高年福祉課 事業名 要支援認定者等健康支援事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　感染症の拡大により外出を自粛している要支援認定者等に対し、介護予防の取り組みを強化するため、
希望者に健康支援グッズを配付する。

査定結果の理由等

　法令及び条例等に基づく補助事業であり、要求額どおりとした。

4,300 千円 4,300 千円 0 千円 4,300 千円 0 千円

対象1人あたり 716,666 円施設定員：6人

－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№05

担当課室 福祉部福祉課 事業名

2
№04

担当課室 市民健康部市民課 事業名 一宮市新生児特別給付金事業 事業区分

（９月補正予算）

臨時事業



千円

対象1人あたり 49,177 円

査定結果の理由等

　新型コロナウイルス感染症対策として補助を受けて実施する臨時・特別な事業で、その財源につ
いても手当てされることから、要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

4,426 千円 4,426 千円 0 千円 4,426 千円 0

施設定員：90人（簡易陰圧装置：80人　消毒：10人）ＫＰＩ 受益者など（見込）

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№09

担当課室 福祉部介護保険課 事業名 介護施設等新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 事業区分 臨時事業

事業概要

 介護保険施設等で新型コロナウイルス感染者が発生した場合において、施設内の居室に簡易陰圧装置の設
置及び事業所を消毒した事業者に補助金を交付する等により、事業の継続体制の確保及び感染拡大の防止
を図る。

千円

対象1人あたり 429,444 円

査定結果の理由等

　入所者の安全面の確保が求められる中、その財源についても国交付金で全額手当てされることか
ら、要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

7,730 千円 7,730 千円 0 千円 7,730 千円 0

施設入所者：18人ＫＰＩ 受益者など（見込）

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№08

担当課室 福祉部介護保険課 事業名 介護施設等防災対策設備補助事業 事業区分 投資的事業

事業概要

　高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、国の交付金を活用し、火災等の恐れのある老朽化する
高齢者施設等の改修を推進し、入所者の安全・安心を確保する。

千円

対象1人あたり 3,913 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新しい生活様式（キャッシュレス社会）への移行促進のため
実施する事業であり、要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

215,230 千円 215,230 千円 0 千円 215,230 千円 0

事業対象者：55,000人ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　後期高齢者の新しい生活様式を支援し、同時にキャッシュレス社会への移行を促すため電子マネー3,000
円を配付する。

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

2
№07

担当課室 福祉部高年福祉課 事業名 高齢者の新しい生活支援事業 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （９月補正予算）

臨時事業



千円

対象1人あたり 169 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新しい生活様式（キャッシュレス社会）への移行促進のため
実施する事業であり、要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

21,945 千円 21,945 千円 0 千円 21,945 千円 0

入場者：130,000人ＫＰＩ 受益者など（見込）

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№12

担当課室 まちづくり部公園緑地課 事業名 ツインアーチ１３８入退場ゲート等導入事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　ツインアーチ１３８の入場券購入のキャッシュレス化及び入退場の自動化に向け、券売機、入退場ゲー
トを購入する。

千円

対象1事業者あたり 91,667 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、観光需要の喚起のため実施する事業であり、要求額とともに
事業内容も妥当であると判断した。

1,100 千円 1,100 千円 0 千円 1,100 千円 0

ツアー関連事業者：12事業者ＫＰＩ 受益者など（見込）

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№11

担当課室 経済部商工観光課 事業名 一宮版ＧｏＴｏトラベル事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　全国で展開されるGoToキャンペーンと連携し、感染症拡大で冷え切った地域経済の活性化を図るため、
当市内を周遊する旅行商品の実証実験を行う。

千円

対象1事業者あたり 198,000 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、非対面の商談機会を提供し事業継続を支援するため実施する
事業であり、要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

9,900 千円 9,900 千円 0 千円 9,900 千円 0

出展事業者：50事業者ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　感染症拡大により商談の機会が減少する市内の繊維関連企業への支援として、オンラインでの展示会サ
イトを開設する。

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

2
№10

担当課室 経済部商工観光課 事業名 尾州オンライン展示会開催事業 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （９月補正予算）

臨時事業



千円

対象1人あたり 9,501 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、保護者の経済的負担を軽減するため実施する事業である。事
業内容は妥当であるが、延期又は中止と判断する時期については検討を要すると判断し、一部減額
した。

171,422 千円 68,569 千円 △102,853 千円 68,569 千円 0

小学校6年生及び中学校3年生（保護者）：7,217人ＫＰＩ 受益者など（見込）

事業概要

　小中学校で計画されている修学旅行について、感染症の発生状況によっては、突然の延期や中止が想定
されるため、旅行自体の延期や中止により発生するキャンセル料について保護者負担とせず、その全額を
補助する。

第7次総合計画 －

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

2
№13

担当課室 教育文化部学校教育課 事業名 修学旅行キャンセル料等に対する補助 事業区分

予算編成過程・ＫＰＩの公開 （９月補正予算）

臨時事業


